
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜粋）  

（昭和４５年１２月２５日）  

（法律第１３７号）  

第一章 総則 

（目的）  

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、

運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境

の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。  

 

（定義） 

第二条 この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、

廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は

液状のもの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。 

２ この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

３ この法律において「特別管理一般廃棄物」とは、一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、

感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有す

るものとして政令で定めるものをいう。 

 

（国内の処理等の原則） 

第二条の二 国内において生じた廃棄物は、なるべく国内において適正に処理されなけ

ればならない。  

２ 国外において生じた廃棄物は、その輸入により国内における廃棄物の適正な処理に

支障が生じないよう、その輸入が抑制されなければならない。 

 

第二章 一般廃棄物 

第五節 一般廃棄物の輸出 

第十条 一般廃棄物を輸出しようとする者は、その一般廃棄物の輸出が次の各号に該当

するものであることについて、環境大臣の確認を受けなければならない。  

一 国内におけるその一般廃棄物の処理に関する設備及び技術に照らし、国内におい

ては適正に処理されることが困難であると認められる一般廃棄物の輸出であるこ

と。  

二 前号に規定する一般廃棄物以外の一般廃棄物にあつては、国内における一般廃棄

物の適正な処理に支障を及ぼさないものとして環境省令で定める基準に適合する

一般廃棄物の輸出であること。  

三 その輸出に係る一般廃棄物が一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつて



は、特別管理一般廃棄物処理基準）を下回らない方法により処理されることが確実

であると認められること。  

四 申請者が次のいずれかに該当する者であること。 

イ 市町村  

ロ その他環境省令で定める者 

２ 前項の規定は、次に掲げる者には、適用しない。 

一 本邦から出国する者のうち、一般廃棄物を携帯して輸出する者であつて環境省令

で定めるもの  

二 国その他の環境省令で定める者  

 

第三章 産業廃棄物 

第七節 産業廃棄物の輸入及び輸出 

（輸入の許可） 

第十五条の四の五 廃棄物（航行廃棄物及び携帯廃棄物を除く。第三項において同じ。）

を輸入しようとする者は、環境大臣の許可を受けなければならない。 

２ 前項の規定は、国その他の環境省令で定める者には、適用しない。 

３ 環境大臣は、第一項の許可の申請が次の各号に適合していると認めるときでなけれ

ば、同項の許可をしてはならない。 

一 その輸入に係る廃棄物（以下「国外廃棄物」という。）が国内におけるその国外

廃棄物の処理に関する設備及び技術に照らし、国内において適正に処理されると認

められるものであること。  

二 申請者がその国外廃棄物を自ら又は他人に委託して適正に処理することができ

ると認められること。 

三 申請者がその国外廃棄物の処分を他人に委託して行おうとする者である場合に

あつでは、その国外廃棄物を国内において処分することにつき相当の理由があると

認められること。 

４ 第一項の許可には、生活環境の保全上必要な条件を付することができる。 

 

(国外廃棄物を輸入した者の特例) 

第十五条の四の六 国外廃棄物を輸入した者（事業者であるものを除く。）は、第十一

条第一項、第十二条第一項から第七項まで、第十二条の二第一項から第七項まで及び

第十九条の六第一項の規定(これらの規定に係る罰則を含む)の適用については、事業

者とみなす。  

 

第十五条の四の七 第十条の規定は、産業廃棄物を輸出しようとする者について準用す

る。この場合において、同条第一項第四号中「市町村」とあるのは、「事業者（自ら



その産業廃棄物を輸出するものに限る。）」と読み替えるほか、同条の規定に関し必

要な技術的読替えは、政令で定める。  

２ 第十二条の三第一項及び第十二条の五第一項の規定は、国外廃棄物を輸入した者

（その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者であるものを除く。）について準用

する。  

 

第四章 雑則 

(報告の徴収)  

第十八条 (略) 

２ 環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、第九条の八第一項若しくは第

十五条の四の二第一項の認定を受けた者（次条第二項において「再生利用認定業者」

という。）、第九条の九第一項若しくは第十五条の四の三第一項の認定を受けた者(次

条第二項において「広域的処理認定業者」という。) 若しくは第九条の十第一項若

しくは第十五の四の四第一項の認定を受けた者(次条第二項及び第十九条の三におい

て「無害化処理認定業者」という。）又は国外廃棄物若しくは国外廃棄物であること

の疑いのある物を輸入しようとする者若しくは輸入した者若しくは廃棄物若しくは

廃棄物であることの疑いのある物を輸出しようとする者若しくは輸出した者に対し、

当該認定に係る収集、運搬若しくは処分若しくは当該認定に係る施設の構造若しくは

維持管理又は国外廃棄物若しくは国外廃棄物であることの疑いのある物の輸入若し

くは廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある物の輸出に関し、必要な報告を求

めることができる。 

 

（立入検査） 

第十九条 (略) 

２ 環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、再生利用認定業

者、広域的処理認定業者若しくは無害化処理認定業者の事務所、事業場、車両、船舶

その他の場所若しくは第九条の八第一項若しくは第十五条の四の二第一項、第九条の

九第一項若しくは第十五条の四の三第一項若しくは第九条の十第一項若しくは第十

五条の四の四第一項の認定に係る施設のある土地若しくは建物若しくは国外廃棄物

若しくは国外廃棄物であることの疑いのある物を輸入しようとする者若しくは輸入

した者若しくは廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある物を輸出しようとす

る者若しくは輸出した者の事務所、事業場その他の場所に立ち入り、当該認定に係る

収集、運搬若しくは処分若しくは当該認定に係る施設の構造若しくは維持管理若しく

は国外廃棄物若しくは国外廃棄物であることの疑いのある物の輸入若しくは廃棄物

若しくは廃棄物であることの疑いのある物の輸出に関し、帳簿書類その他の物件を検

査させ、又は試験の用に供するのに必要な限度において廃棄物若しくは廃棄物である



ことの疑いのある物を無償で収去させることができる。 

３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。  

 

（手数料） 

第二十四条 第十条第一項（第十五条の四の七第一項において準用する場合を含む。）

の確認又は第十五条の四の五第一項の許可を受けようとする者は、実費を勘案して政

令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

 

第五章 罰則 

第二十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは千万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 第七条第一項若しくは第六項、第十四条第一項若しくは第六項又は第十四条の四

第一項若しくは第六項の規定に違反して、一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しく

は運搬又は処分を業として行つた者  

二～十六 （略） 

２ 前項第十二号、第十四号及び第十五号の罪の未遂は、罰する。 

 

第二十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以

下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一～三 （略） 

四 第十五条の四の五第一項の規定に違反して、国外廃棄物を輸入した者 

五 第十五条の四の五第四項の規定により許可に付せられた条件に違反した者  

 

第二十七条 第二十五条第一項第十二号の罪を犯す目的でその予備をした者は、二年以

下の懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

 一～五 （略） 

六 第十八条の規定による報告（情報処理センターに係るものを除く。以下この号に

おいて同じ。）をせず、又は虚偽の報告をした者 

 

第三十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者



を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条

の罰金刑を科する。 

一 第二十五条第一項第一号から第四号まで、第十二号、第十四号若しくは第十五号

又は第二項 三億円以下の罰金刑 

二 第二十五条第一項（前号の場合を除く。）、第二十六条、第二十七条、第二十八

条第二号、第二十九条又は第三十条 各本条の罰金刑  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（抄） 

（昭和４６年９月２３日）  

（政令第３００号）  

 

（手数料）  

第二十六条 法第二十四条 の規定により納付しなければならない手数料の額は、

三万八百円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（抄） 

（昭和４６年９月２３日） 

（厚生省令第４５号） 

 

 

（一般廃棄物の輸出に係る基準） 

第六条の二十五 法第十条第一項第二号の規定による環境省令で定める基準は、当

該一般廃棄物が輸出の相手国において再生利用されることが確実であると認め

られることとする 

 

（一般廃棄物の輸出の確認を申請できる者） 

第六条の二十六 法第十条第一項第四号ロの規定による環境省令で定める者は、事

業者（自らその事業活動に伴つて生じた一般廃棄物を輸出するものに限る。）と

する。 

 

（一般廃棄物の輸出の確認の申請） 

第六条の二十七 法第十条第一項の規定により一般廃棄物の輸出の確認を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した様式第二号による申請書を環境大臣に

提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該一般廃棄物の種類（当該一般廃棄物に石綿含有一般廃棄物が含まれる場

合は、その旨を含む。）及び性状  

三 当該一般廃棄物の数量（当該一般廃棄物に石綿含有一般廃棄物が含まれる場

合は、その数量を含む。）  

四 申請者が市町村以外の者である場合には、当該一般廃棄物を生じた事業場の

名称及び所在地並びに施設の種類  

五 当該一般廃棄物又は当該一般廃棄物を輸出の相手国において処分するために

処理したものの運搬を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、

その代表者の氏名  

六 運搬施設の種類及び運搬経路  

七 当該一般廃棄物又は当該一般廃棄物を輸出の相手国において処分するために

処理したものの処分を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、

その代表者の氏名  

八 前号の処分を行うための施設の種類、設置場所、処理能力（当該施設が最終

処分場である場合にあつては、埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容



量）、処理方式並びに構造及び設備の概要  

九 前号に規定する施設における処分に伴い生ずる排ガス及び排水の処理方法 

十 第八号に規定する施設に係る放流水の水質及び水量、放流方法並びに放流先

の概況 

十一 輸出予定年月日  

２ 前項第一号、第二号及び四号から第十号までに掲げる事項について同一の内容

の一般廃棄物の輸出を一年間に二回以上行おうとする者は、一般廃棄物の輸出の

一括確認（以下この条及び次条において「輸出の一括確認」という。）を受ける

ことができる。この場合においては、前項各号に掲げる事項に代えて、次に掲げ

る事項を記載した様式第二号による申請書を環境大臣に提出しなければならな

い。 

一 前項第一号、第二号及び第四号から第十号までに掲げる事項  

二 当該一般廃棄物の輸出の開始予定年月日  

三 当該一般廃棄物の輸出を行う期間（前号に掲げる日から起算して一年を超え 

ない期間とする。以下この条及び次条において「確認の有効期間」という。）  

四 確認の有効期間内の当該一般廃棄物の輸出の回数  

五 確認の有効期間内に輸出する当該一般廃棄物の数量の上限  

３ 前二項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

一 申請者が市町村以外の者（個人を除く。）である場合には、定款又は寄附行

為及び登記事項証明書  

二 申請者が個人である場合には、住民票の写し  

三 当該一般廃棄物の性状を明らかにする書類  

四 当該一般廃棄物を生じた施設の排出工程図  

五 第一項第六号に規定する運搬施設及び同項第八号に規定する施設における 

当該一般廃棄物の処理の概要  

六 第一項第六号に規定する運搬施設及び同項第八号に規定する施設の構造 

を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施

設が廃棄物の最終処分場である場合にあつては、周囲の地形、地質及び地下水

の状況を明らかにする書類及び図面  

七 第一項第八号に規定する施設（廃棄物の最終処分場を除く。）の処理工程図  

八 第一項第八号に規定する施設の付近の見取図  

九 その他参考となる書類又は図面  

４ 輸出の一括確認を受けた者は、やむを得ない理由により当該確認に係る事項の

変更（確認の有効期間の変更（変更後の確認の有効期間が第二項第二号に規定す

る日から起算して一年を超えないものに限る。）、確認の有効期限内の当該一般

廃棄物の輸出の回数の変更又は輸出する当該一般廃棄物の数量の上限の変更で



あつて、当該上限について十パーセント未満の増減を伴うものに限る。）をしよ

うとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を記載した様式第二号の二による

届出書を環境大臣に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該確認を受けた年月日及び確認番号  

三 変更の内容  

四 変更の理由   

 

（報告） 

第六条の二十八 法第十条第一項の確認を受けた者は、当該確認に係る一般廃棄物

の処分が終了したとき（輸出の一括確認を受けた者にあつては、個別の輸出ごと

に当該輸出に係る一般廃棄物の処分が終了したとき）は、遅滞なく、次に掲げる

事項を記載した様式第二号の三による報告書を環境大臣に提出しなければなら

ない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 当該確認の年月日及び確認番号 

三 当該一般廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地 

四 当該一般廃棄物の種類（当該一般廃棄物に石綿含有一般廃棄物が含まれる場

合は、その旨を含む。）及び性状並びに輸出した数量（輸出の一括確認を受け

た者にあつては、当該確認の有効期間内に行つた一般廃棄物の個別の輸出ごと

の輸出した数量及びその合計） 

五 当該一般廃棄物を輸出した年月日（輸出の一括確認を受けた者にあつては、

当該確認の有効期間内に行つた一般廃棄物の個別の輸出ごとの輸出した年月

日） 

六 当該一般廃棄物の処分が終了した年月日（輸出の一括確認を受けた者にあつ

ては、当該確認の有効期間内に行つた一般廃棄物の個別の輸出ごとの当該輸出

に係る一般廃棄物の処分が終了した年月日） 

２ 前項の報告書には、当該一般廃棄物の処分が終了したことを証する書面（輸出

の一括確認を受けた者にあつては、当該確認の有効期間内に行つた一般廃棄物の

個別の輸出ごとの当該輸出に係る一般廃棄物の処分が終了したことを証する書

面）を添付しなければならない。 

 

（一般廃棄物の輸出の確認を要しない者）  

第七条 法第十条第二項第一号の規定による環境省令で定める者は、自らの日常生

活に伴つて生じたごみその他の一般廃棄物を携帯して輸出する者とする。 

２ 法第十条第二項第二号 の規定による環境省令で定める者は、次のとおりとす



る。 

一 国 

二 都道府県警察 

三 本邦から外国まで船舶又は航空機の航行を行う者（当該航行に伴い生ずる一

般廃棄物を輸出する場合に限る。） 

 

(廃棄物の輸入の許可の申請) 

第十二条の十二の二十 法第十五条の四の五第一項 の規定により廃棄物の輸入の

許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した様式第二十九号による申

請書を環境大臣に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、そ

の旨を含む。）及び性状  

三 当該廃棄物の数量（当該廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、そ

の数量を含む。）  

四 当該廃棄物を生じた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その

代表者の氏名  

五 当該廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地並びに施設の種類  

六 当該廃棄物の輸入の相手国から本邦までの運搬を行う者及び国内における運

搬を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

並びに当該者が産業廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業廃棄物収集運搬業者

である場合には、その許可番号  

七 運搬施設の種類及び運搬経路 

八 当該廃棄物の国内における処分を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人

にあっては、その代表者の氏名  

九 前号の処分を行う者が産業廃棄物処分業者又は特別管理産業廃棄物処分業者

である場合には、その許可番号 

十 当該廃棄物の国内における処分を行うための施設の種類及び設置場所並びに

当該施設が産業廃棄物処理施設である場合には、当該施設について法第十五条

第一項の許可に係る許可番号   

十一 申請者が当該廃棄物の国内における処分を他人に委託して行おうおする者

である場合にあつでは、当該廃棄物を国内において処分する理由  

十二 輸入予定年月日  

２ 前項第一号、第二号及び第四号から第十一号までに掲げる事項について同一の

内容の廃棄物の輸入を一年間に二回以上行おうとする者は、廃棄物の輸入の一括

許可（以下「輸入の一括許可」という。）を受けることができる。この場合にお



いては、前項各号に掲げる事項に代えて、次に掲げる事項を記載した様式第二十

九号による申請書を環境大臣に提出しなければならない。  

一 前項第一号、第二号及び第四号から第十一号までに掲げる事項  

二 当該廃棄物の輸入の開始予定年月日  

三 当該廃棄物の輸入を行う期間（前号に規定する日から起算して一年を超えな 

い期間とする。以下この条及び次条において「許可の有効期間」という。） 

四 許可の有効期間内の当該廃棄物の輸入の回数  

五 許可の有効期間内に輸入する当該廃棄物の数量の上限  

３ 前二項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書  

二 申請者が個人である場合には、住民票の写し  

三 当該廃棄物の国内における処分を行う者が産業廃棄物処分業者又は特別管 

理産業廃棄物処分業者である場合には、第十条の六又は第十条の十八に規定す

る許可証の写し  

四 第一項第九号に規定する施設が産業廃棄物処理施設である場合には、当該施 

設についての法第十五条第一項の許可に係る第十二条の五に規定する許可証の

写し 

五 当該廃棄物の性状を明らかにする書類  

六 当該廃棄物を生じた施設の排出工程図  

七 輸入の相手国から本邦までの運搬を行うための施設の構造を明らかにする平

面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書  

４ 輸入の一括許可を受けた者は、やむを得ない理由により当該許可に係る事項を

変更（許可の有効期間の変更（変更後の許可の有効期間が第二項第二号に規定す

る日から起算して一年を超えないものに限る。）、許可の有効期限内の当該廃棄

物の輸入の回数の変更又は輸入する廃棄物の数量の上限の変更であつて、当該上

限について十パーセント未満の増減を伴うものに限る。）をしようとするときは、

あらかじめ、次に掲げる事項を記載した様式第二十九号の二による届出書を環境

大臣に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該許可の年月日及び許可番号  

三 変更の内容  

四 変更の理由  

 

 

(報告) 

十二条十二の二十一 法第十五条の四の五第一項の許可を受けた者は、当該許可に



係る廃棄物の処分が終了したとき（輸入の一括許可を受けた者にあつては、個別

の輸入ごとに当該輸入に係る廃棄物の処分が終了したとき）は、遅滞なく、次に

掲げる事項を記載した様式第二十九号の三による報告書を環境大臣に提出しな

ければならない。ただし、当該許可に係る廃棄物が特定有害廃棄物等の輸出入等

の規制に関する法律第二条第一項 に規定する特定有害廃棄物等である場合はこ

の限りでない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該許可の年月日及び許可番号  

三 当該廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、そ 

の旨を含む。）及び性状並びに輸入した数量（輸入の一括許可を受けた者にあ

つては、当該許可の有効期間内に行つた廃棄物の個別の輸入ごとの輸入した数

量及びその合計） 

四 当該許可廃棄物の輸入の相手国から本邦までの運搬を行つた者及び当該廃 

棄物の国内における運搬を行った者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつ

ては、その代表者の氏名並びに当該者が産業廃棄物収集運搬業者又は特別管理

産業廃棄物収集運搬業者である場合には、その許可番号  

五 当該廃棄物の国内における処分を行つた者の氏名又は名称及び住所並びに 

法人にあつては、その代表者の氏名並びに当該者が産業廃棄物処分業者又は特

別管理産業廃棄物処分業者である場合には、その許可番号。  

六 当該廃棄物の国内における処分を行った施設の種類及び設置場所 

七 当該廃棄物を輸入した年月日(輸入の一括許可を受けた者にあつては、当該許

可の有効期限内に行つた廃棄物の個別の輸入ごとの輸入した年月日)  

八 当該廃棄物の処分が終了した年月日(輸入の一括許可を受けた者にあつては、

当該許可の有効期間内に行つた廃棄物の個別の輸入ごとの当該輸入に係る廃棄

物の処分が終了した年月日) 

２ 前項の報告書には、当該廃棄物の処分が終了したことを証する書面（輸入の一

括許可を受けた者にあつては、当該許可の有効期間内に行われた廃棄物の個別の

輸入ごとの当該輸入に係る廃棄物の処分が終了したことを証する書面）を添付し

なければならない 

 

（廃棄物の輸入の許可を要しない者）  

第十二条の十二の二十二 法第十五条の四の五第二項の規定による環境省令で定

める者は、次のとおりとする。  

一 国  

二 都道府県警察  

三 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律第十四条第一項の規定に基



づき、同法第二条に規定する特定有害廃棄物等である廃棄物の輸入を命じられ

た者（当該廃棄物を輸入する場合に限る。）  

四 外国から本邦まで船舶又は航空機の航行を行う者（当該航行に伴い生ずる産

業廃棄物を輸入する場合に限る。） 

 

(産業廃棄物の輸出に係る基準)  

第十二条十二の二十三 法第十五条の四の七第一項において準用する法第十条第

一項第二号の規定による環境省令で定める基準は、当該産業廃棄物が輸出の相手

国において再生利用されることが確実であると認められることとする。 

 

（産業廃棄物の輸出の確認を申請できる者）  

第十二条の十二の二十四 法第十五条の四の七第一項において準用する法第十条

第一項第四号ロの規定による環境省令で定める者は、都道府県及び市町村とする。 

 

（産業廃棄物の輸出の確認の申請）  

第十二条の十二の二十五 法第十五条の四の七第一項において準用する法第十条

第一項の規定により産業廃棄物の輸出の確認を受けようとする者は、次に掲げる

事項を記載した様式第三十号による申請書を環境大臣に提出しなければならな

い。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場

合は、その旨を含む。）及び性状  

三 当該産業廃棄物の数量（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場

合は、その数量を含む。） 

四 申請者が都道府県又は市町村以外の者である場合には、当該産業廃棄物を生

じた事業場の名称及び所在地並びに施設の種類  

五 当該産業廃棄物又は当該産業廃棄物を輸出の相手国において処分するために

処理したものの運搬を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、

その代表者の氏名  

六 運搬施設の種類及び運搬経路  

七 当該産業廃棄物又は当該産業廃棄物を輸出の相手国において処分するために

処理したものの処分を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、

その代表者の氏名  

八 前号の処分を行うための施設の種類、設置場所、処理能力（当該施設が廃棄

物の最終処分場である場合にあつては、埋立処分の用に供される場所の面積及

び埋立容量）、処理方式並びに構造及び設備の概要  



九 前号に規定する施設における処分に伴い生ずる排ガス及び排水の処理方法  

十 第八号に規定する施設に係る放流水の水質及び水量、放流方法並びに放流先

の概況  

十一 輸出予定年月日  

２ 前項第一号、第二号及び第四号から第十号までに掲げる事項について同一の内

容の産業廃棄物の輸出を一年間に二回以上行おうとする者は、産業廃棄物の輸出

の一括確認（以下この条及び次条において「輸出の一括確認」という。）を受け

ることができる。この場合においては、前項各号に掲げる事項に代えて、次に掲

げる事項を記載した様式第三十号による申請書を環境大臣に提出しなければな

らない。  

一 前項第一号、第二号及び第四号から第十号までに掲げる事項  

二 当該産業廃棄物の輸出の開始予定年月日 

三 当該産業廃棄物の輸出を行う期間（前号に規定する日から起算して一年を超

えない期間とする。以下この条及び次条において「確認の有効期間」という。）  

四 確認の有効期間内の当該産業廃棄物の輸出の回数  

五 確認の有効期間内に輸出する当該産業廃棄物の数量の上限  

３ 前二項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

一 申請者が都道府県及び市町村以外の者（個人を除く。）である場合には、定款

又は寄附行為及び登記事項証明書  

二 申請者が個人である場合には、住民票の写し  

三 当該産業廃棄物の性状を明らかにする書類  

四 当該産業廃棄物を生じた施設の排出工程図  

五 第一項第六号に規定する運搬施設及び同項第八号に規定する施設における 

当該産業廃棄物の処理の概要  

六 第一項第六号に規定する運搬施設及び同項第八号に規定する施設の構造を 

明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設

が廃棄物の最終処分場である場合にあつては、周囲の地形、地質及び地下水の

状況を明らかにする書類及び図面  

七 第一項第八号に規定する施設（廃棄物の最終処分場を除く。）の処理工程図  

八 第一項第八号に規定する施設の付近の見取図  

九 その他参考となる書類又は図面  

４ 輸出の一括確認を受けた者は、やむを得ない理由により当該確認に係る事項の

変更（確認の有効期間の変更（変更後の確認の有効期間が第二項第二号に規定す

る日から起算して一年を超えないものに限る。）、確認の有効期限内の当該産業廃

棄物の輸出の回数の変更又は輸出する当該産業廃棄物の数量の上限の変更であ

って、当該上限について十パーセント未満の増減を伴うものに限る。）をしよう



とするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を記載した様式第三十一号による届

出書を環境大臣に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該確認の年月日及び確認番号  

三 変更の内容  

四 変更の理由  

 

(報告) 

第十二条の十二の二十六 法第十五条の四の七第一項において準用する法第十条

第一項の確認を受けた者は、当該確認に係る産業廃棄物の処分が終了したとき

（輸出の一括確認を受けた者にあつては、個別の輸出ごとに当該輸出に係る産業

廃棄物の処分が終了したとき）は、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した様式第

三十二号による報告書を環境大臣に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 当該確認の年月日及び確認番号  

三 当該産業廃棄物を生じた事業所の名称及び所在地  

四 当該産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場 

合は、その旨を含む。）及び性状並びに輸出した数量（輸出の一括確認を受けた

者にあつては、当該確認の有効期間内に行つた産業廃棄物の個別の輸出ごとの

輸出した数量及びその合計）  

五 当該産業廃棄物を輸出した年月日（輸出の一括確認を受けた者にあつては、

当該確認の有効期間内に行つた産業廃棄物の個別の輸出ごとの輸出した年月

日）  

六 当該産業廃棄物の処分が終了した年月日（輸出の一括確認を受けた者にあつ

ては、当該確認の有効期間内に行つた産業廃棄物の個別の輸出ごとの当該輸出

に係る産業廃棄物の処分が終了した年月日）  

２ 前項の報告書には、当該産業廃棄物の処分が終了したことを証する書面(輸出

の一括確認を受けた者にあつては、当該確認の有効期間内に行つた産業廃棄物の

個別の輸出ごとの当該輸出に係る産業廃棄物の処分が終了したことを証する書

面）を添付しなければならない。 

 

（産業廃棄物の輸出の確認を要しない者）  

第十二条の十二の二十七 法第十五条の四の七第一項において準用する法第十条

第二項第二号の規定による環境省令で定める者は、次のとおりとする。  

一 国  

二 都道府県警察  



三 法第十九条の五第一項又は第十九条の六第一項の規定に基づき、産業廃棄物 

の輸出を命じられた者（当該産業廃棄物を輸出する場合に限る。）  

四 本邦から外国まで船舶又は航空機の航行を行う者（当該航行に伴い生ずる産

業廃棄物を輸出する場合に限る。） 

 


